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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 114 ha

平成 31 年度　～ 平成 35 年度 平成 31 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠平成３１年１月
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ 平成29年度 平成35年度

％ 平成29年度 平成35年度

％ 平成30年度 平成35年度

都道府県名 愛知県 犬山市 犬山駅周辺地区

計画期間 交付期間 35

城下町地区の観光振興と市民活動と多彩な交流促進によるコンパクトな市街地形成を実現する都市拠点の形成

目標１：市民主体のまちづくり活動の充実やインバウンドの増加に対応した交流拠点づくり
目標２：城下町地区の魅力向上による観光振興の継続的発展

・本地区は、犬山市北部の中心市街地に位置し、犬山駅を中心とした都市拠点を形成するとともに、駅西側の城下町では犬山城や犬山祭に代表される歴史的風致が市民活動と一体となって受け継がれている。
・城下町地区では、平成１６年度～平成２０年度にまちづくり交付金事業を活用して、現道幅員まで見直しを行った都市計画道路の電線類の無電柱化、景観に配慮した美装化などのハード事業や住民と協働した賑わいのあるまちづくりに必要なソフト事
業を一体的に実施した。また、平成２１年３月１１日には、歴史まちづくり法に基づく「犬山市歴史的風致維持向上計画」の認定を受け、犬山城下町の更なる歴史的風致の維持および向上の取組みを推進するとともに、平成２６年度～平成３０年度に城下
町地区都市再生整備計画事業により、国宝犬山城を中心とした歴史観光まちづくりによる、犬山市街地の活力向上を図ってきた。
・一方で、散在する公共施設の低い効率性や市民活動拠点の老朽化、民間駐車場等による都市の空洞化が課題となっているほか、これまでのまちづくり展開による市民等のまちづくり活動の活発化が図られている状況にあり、都市拠点である犬山駅周
辺地区の交流機能の充実と、城下町地区の更なる歴史的環境整備を図ることが求められている状況にある。
・したがって、城下町内で老朽化が著しく景観阻害となっている福祉会館を取り壊し、その機能を駅周辺の国際観光センターに移転し、市民交流センターとして再整備することで、既存公共施設等の効果的・効率的利用を促進するほか、景観形成助成や
歴史的風致形成建造物保存修理助成を実施することで、低未利用地の活用や歴史的風致形成建造物の存続を促進し、都市のスポンジ化の抑制を図り、コンパクトな市街地形成を実現する都市拠点を形成するものである。

・福祉会館の老朽化・景観阻害に対応するとともに、市民活動等の活性化・多様化に対応した活動拠点・交流拠点の確保が必要である。その際、既存公共施設の効果的・効率的活用が求められる。
・城下町地区の修景整備等により、歴史的景観形成が進んでいる中で、観光地としての魅力と住環境の更なる向上を図るため、民間主導による景観形成や歴史的建築物の保存修理等を継続して実施していく必要がある。

■第５次犬山市総合計画 改訂版（平成29 年度～平成34 年度）
・重点施策１　活躍の場づくり　「学びと遊びのまちへ」・・・市民が活動し交流する場づくり
・重点施策２　産業の活性化　「商売繁盛のまちへ」・・・観光施設間の連携と情報発信
・重点施策３　定住促進　「多様な暮らしができるまちへ」・・・既存ストックの活用・交流の機会と場づくり
■犬山市都市計画マスタープラン中間見直し（平成29年）
・城下町地区の歴史文化と地元住民の暮らしを礎とした観光交流拠点の形成
・都市拠点・地区拠点の形成（犬山駅周辺地区において、市役所、図書館、保健センター等の全市レベルの行政サービス機能の高い集積を活かし、全市民の生活を支える都市拠点の形成を目指す）
■犬山市歴史的風致維持向上計画
・基本方針：「まちづくりと連携した歴史的施設及び公共施設の保全」「市民意識の向上と、歴史文化を継承する担い手の育成」「文化施設の充実」
■犬山市公共施設等総合管理計画
・福祉会館および国際観光センターは、すぐに施設マネジメント（施設の複合化や統廃合）が必要な施設として位置づけられている。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

40%交流施設の利用率
市民活動、交流活動等で利用される会議室、多目的室等
の平均利用率

市民活動及び観光振興の交流拠点として、施設の利用率の向上
を図り市民および観光客等の交流の向上を図る。

30%

市民活動参加意向 市民意識調査にもとづく市民の市民活動への参画意向の割合
市民活動の交流拠点の整備により、市民活動への参画意向の向
上を図る。

66% 70%

90%観光客の城下町への再来訪意向
城下町来訪者へのアンケート調査に基づく再来訪意向の

割合

観光客の来訪回数を増やすことで、市民・観光客との交流機会を
増加する。 86%



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他
○交付期間中における円滑な事業進捗と目標に向けた効果を上げるために、事業進捗に応じた適切なモニタリングを実施する。

方針に合致する主要な事業
〇市民主体のまちづくり活動の充実やインバウンドの増加に対応した交流拠点づくり
　・既存公共施設を効果的・効率的に活用するとともに、既存施設の機能との相乗効果を図り、交流拠点を形成する。

■基幹事業
・市民交流センター整備事業（既存建造物活用事業）
□提案事業
・既存建造物活用促進事業

〇城下町地区の魅力向上による観光振興の継続的発展
　・民間による景観形成・歴史的建造物等の保存・修理を促進し、城下町地区の魅力と住環境の更なる向上を図る。

■基幹事業
・景観形成助成事業（街なみ環境整備事業）
・歴史的風致形成建造物保存修理助成事業（街なみ環境整備事業）



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路

平成３１年１月

道路

道路

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設（地域交流センター）

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

高齢者交流拠点誘導施設

既存建造物活用事業 犬山市 直 868㎡ 31 31 31 31 120 120 120 42

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業 犬山市 間 - 31 35 31 35 20 20 20 20

犬山市 間 - 31 35 31 35 50 50 50 50

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 190 190 190 0 112 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

犬山市 直 356㎡ 31 31 31 31 34 34 34 25

合計 34 34 34 0 25 …B

合計(A+B) 137
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

犬山市 国土交通省 ― ○ 35 35 3

合計 3

0.4

交付期間内事業期間
事業箇所名 直／間 規模

（参考）事業期間

137 交付限度額

細項目
事業主体

国費率

連携生活拠点誘導施設

交付対象事業費

事業

市民交流センター整備事業

事業 事業箇所名

54.8

住宅市街地
総合整備
事業

景観形成助成事業

（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

既存建造物活用促進事業 社会福祉協議会、観光協会等

事業主体 直／間 規模

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

事業評価分析事業

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

街なみ環境整備事業 歴史的風致形成建造物保存修理事業

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

効果促進事業



都市再生整備計画の区域

　犬山駅周辺地区（愛知県犬山市） 面積 114 ha 区域
大字犬山字北古券、西古券、東古券、南古券、上り屋、末友、神ノ木、柳町、専正寺町、薬師、薬師町、木ノ下、愛宕、東
畑、高見町、富士見町、北天神、西林崎、天神町1丁目、天神町2丁目、天神町3丁目、天神町4丁目、天神町5丁目、松本
町1丁目、松本町2丁目、松本町3丁目、東余坂、天白

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

犬山駅

犬山市役所

犬山遊園駅

犬山口駅

犬山城

犬山駅周辺地区

（都市再生整備計画区域）

計 画 区 域



交流施設の利用率 （％） 30% （29年度） → 40% （35年度）

市民活動参加意向 （％） 66% （29年度） → 70% （35年度）

観光客の城下町への再来訪意向 （％） 86% （30年度） → 90% （35年度）

犬山駅周辺地区（愛知県犬山市）　整備方針概要図

目標
城下町地区の観光振興と市民活動と多彩な交流促進によるコンパクトな市街地

形成を実現する都市拠点の形成

代表的な

指標

犬山南小学校

ヨシヅヤ

犬山駅周辺地区

（都市再生整備計画区域）

計 画 区 域

犬山北小学校

犬山市役所

■基幹事業：既存建造物活用事業（高
次都市施設・地域交流センター）
市民交流センター整備事業

凡 例

○関連事業：事業効果分析調査（効
果促進事業）

■基幹事業：街なみ環境整備事業
景観形成助成事業
歴史的風致形成建造物保存修理事業

図書館

□提案事業：既存建造物活用促進事業

基幹事業

提案事業

関連事業



都市再生整備計画の添付書類等

交付対象事業別概要
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　犬山駅周辺地区（愛知県犬山市）　現況図

【作成上の留意点】

・下図は白図を使用し、縮尺は1/25,000を
基本とし、適宜調整すること。
・スケールバー・方位を記入すること。
・計画区域の周辺がわかる範囲を対象と
すること。
・都市再生整備計画の区域を赤太線縁取
りとすること。
・現況の土地利用状況がわかるようにする
こと。
・その他必要な事項を記載するときは、必
ず凡例を記入すること。

犬山駅

都市再生整備計画区域

1.0ｋｍ



交付限度額算定表（その１） 犬山駅周辺地区（愛知県犬山市）

要綱第５に掲げる式による交付限度額（X） 百万円 規則第16条第1項に基づく交付限度額（Y) 136,049.0 百万円 本計画における交付限度額 54.8 百万円

規則第16条第１項に基づく限度額算定

Ａｕ ㎡ Ａｐ 159501 ㎡ 住宅施設 0 円
公共施設の上限整備水準 公共施設の現況整備水準 建設予定戸数（戸） 超高層

区域面積（㎡） 整備水準が明らかになっている類似市街地等からの推定 一般
推定現況整備水準(小数第２位まで) 合計 0
推定公共施設面積（㎡） 0 標準整備費（円/戸） 超高層 一般

北海道特別地区 41,310,000 33,500,000
○ 個別公共施設の積み上げ 北海道一般地区 38,190,000 30,990,000

面積（㎡） 割合 特別地区 49,120,000 35,690,000
道路 142,000 0.12 大都市地区 37,170,000 30,180,000
公園 17,501 0.02 多雪寒冷地区 41,510,000 32,370,000
広場 - 奄美地区 39,520,000 35,640,000

Ｃｌ 円/㎡ 緑地 - 沖縄地区 30,280,000 30,280,000
単位面積あたりの標準的な用地費 公共施設合計 159,501 0.14 一般地区 33,700,000 28,640,000

標準地点数
公示価格の平均値（円/㎡） Cnを考慮しない場合の交付限度額（Y1) 136049 百万円 市街地再開発事業による施設建築物 0 円

単位面積あたりの標準的な補償費 施設建築物の延べ面積（㎡）
当該区域内の戸数密度（戸/㎡） 標準共同施設整備費（円/㎡） 132,000
標準補償費（円/戸） ∑Ｃｎ 0 円

○ 下水道 0 円 電線共同溝等 0 円
区域面積（㎡） 1,140,000 電線共同溝等延長（ｍ）

Ｃf 円/㎡ うち現況の供用済み区域面積（㎡） 1,140,000 標準整備費（円/ｍ） 680,000
標準整備費（円/㎡） 3,600

人工地盤 0 円

控除額 百万円 0 円 人工地盤の延べ面積（㎡）
まちづくり交付金とは別に国庫補助事業等により整備する施設 上限床面積（㎡） 標準整備費（円/㎡） 5,300,000

標準整備費（円/㎡） 493,133
協議して額を定める大規模構造物等 0 円

調整池 0 円 大規模構造物等 協議状況 整備費（円）
調整池の容積（ｍ3）
標準整備費（円/ｍ3） 140,000

河川 0 円
河川整備延長（ｍ）

合計 0 標準整備費（円/ｍ） 3,700,000 Ｃｎを考慮した場合の交付限度額（Y2) 136049 百万円

要綱第５に掲げる式による限度額算定
＜社会資本整備総合交付金＞

基幹事業(A) 百万円 交付要綱第５　３）式の適用〔提案事業２割拡充〕
提案事業(B) 百万円 平成20年度二次補正予算の執行
合計 百万円 百万円 交付要綱第５　４）式の適用〔中活等の45%拡充〕

交付要綱第５　５）式・６）式の適用〔リノベ事業の50%拡充〕

54.8 X≦Yゆえ、

513,000

1,140,000

当該区域
の特性に
応じて国
土交通大
臣が定め
る割合

区域の面積が10ha
未満の地区

0.50

○
最近の国勢調査の結
果による人口集中地区
内

0.45

その他の地域 0.40

44,000,000

0 地域交流センター等の公益施設（建築物）

746,733

3
113,133

0.004

23,000

施設名（事業名） 面積（㎡）
国庫補助事
業費等（百万
円）

0

交付対象事業費
112

137 交付限度額(X) 54.8

［１）式］　　α1=4(A+B)/5= 110
25 ［２）式］　　　 α2=10A/9= 124



交付限度額算定表（その２） 犬山駅周辺地区（愛知県犬山市）

交付要綱第５に掲げる式による限度額算定（詳細）
※水色のセルに事業費等必要事項を入力して下さい。（百万円単位） 単位：百万円
○交付対象事業費（必ず入力 ） （百万円） （百万円）

基幹事業合計（A） 112.000 A （事業費） １）式で求まる額（4/10*(A+B)） 54.800 ① （国費）
提案事業合計（B） 25.000 B （事業費） ２）式で求まる額（5/9*A） 62.222 ② （国費）
合計(A+B) 137.000 （事業費） 上記①、②の小さい方 54.800 ③ （国費）
提案事業割合(B/(A+B)) 0.183 国費率（③÷(A+B)） 0.400 ④ （国費率）

○拡充の有無
以下の３つの拡充のうち、いずれかの拡充がある場合は、該当する欄に○を記入し、事業費等を入力。

（選択） ⇒ ３）式で求まる額（5/8*A） 0.000 ⑤ （国費）
（選択） ３)式の適用後（適用がある場合は３式反映） 54.800 ⑥ （国費）
（選択） ３）式適用後の国費率（⑥÷(A+B)） 0.400 ⑦ （国費率）

○拡充がある場合の事業費等
平成２０年度二次補正の執行がある場合及び４）式の適用がある場合は、以下に事業費等を入力。

A' （事業費） ③をA'に置き換えた額（A⇒(A-A')+9/8*A') 54.800 ⑧ （国費）
（国費） 執行額を足した額 54.800 ⑨ （国費）

補正適用後（上記⑧、⑨の小さい方） 54.800 ⑩ （国費）
補正適用後の国費率（⑩÷(A+B)） 0.400 ⑪ （国費率）

0.000 F （事業費） 適用前の国費率（⑩÷(A+B)） 0.400 ⑫ （国費率）

0.000 （事業費）

適用対象となる基幹事業合計(A") A" （事業費） 適用対象事業費から求まる限度額 0.000 ⑬ （国費）
適用対象となる提案事業合計(B") B" （事業費） 適用後の国費率（⑬÷(A"+B")） #DIV/0! ⑭ （国費率）
適用対象事業のうち翌年度以降の
執行事業費（H）

H （事業費） ４）式適用後の限度額（⑫×F+⑭×H） #DIV/0! ⑮ （国費）

拡充も考慮した交付限度額 54.800 ⑯ （国費）

○交付限度額、国費率の算出

交付対象事業費(A+B) 137.0 （事業費）
交付要綱第５に基づく交付限度額
（⑯を１万円の位を切り捨て）

54.8 ⑰ （国費）

国費率 0.400 ⑱ （国費率）

⇒

交付対象事業費
⇒

・３）式の適用〔提案事業２割拡充〕
・平成２０年度二次補正予算の執行
・４）式の適用〔中活等の４５％拡充〕

平成２０年度二次補正
の執行がある場合

防災対象事業（A’）

⇒
補正予算の執行額

４）式の適用を受ける
場合

計画の認定等の年度末までの執行
事業費（F）

⇒

適用対象となる交付対象事業費
(A"+B")

※４）式の適用を受ける場合で、経過措置を適用しない場合（H21以降新規地区）
は、Fの欄を記入せず、A"、B"を記入し、A"=A、B"=B、H=A"+B"=A+Bとなる。



様式８　年次計画

基幹事業

交付対象 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

事業費

道路

公園

古都及び緑地保全事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設（地域交流センター）

地方都市リノベーション推進施設

生活拠点施

既存建造物活用事業 犬山市 42 42

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

バリアフリー環境整備促進事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業 犬山市 20 4 4 4 4 4

街なみ環境整備事業 犬山市 50 10 10 10 10 10

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

計 112 56 14 14 14 14

提案事業

交付対象 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

事業費

犬山市 25 25

計 25 25 0 0 0 0

合計 137 81 14 14 14 14

累計進捗率　（％） 59.1% 69.3% 79.6% 89.8% 100.0%

（事業費：百万円）

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

景観形成助成事業

市民交流センター整備事業

住宅市街地
総合整備
事業

歴史的風致形成建造物保存修理事業

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

事業活用
調査

地域創造
支援事業

既存建造物活用促進事業 社会福祉協議会、観光協会等

まちづくり活
動推進事業



既存建造物活用事業

既存建造物の従前の用途・活用の必要性等

地域生活基盤施設 単位：百万円

交付期間内事業費内訳
交付対象施設 施設名 事業主体 概要 施設整備費 備  考

（路線名等）
（面積、幅員、
延長、規模等）

設計費
購入費

移設・改築
費

高質空間形成施設 単位：百万円

交付期間内事業費内訳
交付対象施設 施設名 事業主体 概要 施設整備費 備  考

（箇所数、規模等） 設計費
購入費

移設・改築
費

高次都市施設 単位：百万円

交付期間内事業費内訳
交付対象施設 施設名 事業主体 概要 設計費 施設整備費 備  考

（面積、規模等）
購入費

移設・改築
費

空地等整備
費

情報通信施
設整備費

制振・免震構
造化工事費

防災施設整
備費

地域交流センター 市民交流センター 犬山市 床面積　868㎡ 42 42

・施設名ごとに（道路は路線ごとに）１行ずつ記入。足りない場合は、適宜行を追加すること。
・「事業主体」欄には、事業の施行者を記入。（間接交付の場合は、交付金事業者ではなく、「第三セクター」等の施行者を記入。）
・その他記入上の注意は「地域生活基盤施設」、「高質空間形成施設」、「高次都市施設」のシートと同様。

国際観光センターは、国際会議に対応できる大ホールや中小会議室、和室・茶室などを備えた国際交流の拠点施設として利用されてきた。犬山市公共施設等総合管理計画に基づき、犬山城下町内にある老朽化した福祉
会館の機能を、犬山駅の近くに位置する国際観光センタｰへ移転し、施設の統廃合による行政コストの軽減化を図るとともに、市民交流センターとしてリニューアルすることで、犬山市の地域交流の拠点施設を整備する。

交付期間内
事業費

交付期間内
事業費

交付期間内
事業費



市民交流センター整備事業

１階

２階

３階 ４階

多目的室

会
議
室

多目的室

交流スペース

作
業
室

犬山駅

会
議
室



街なみ環境整備事業

１　地区概要
促進区域名 接道不良住宅 戸

所在地 住宅戸数密度 戸／ha

促進区域面積 ６ｍ以上道路延長 ｍ

事業地区名 公園、広場、緑地面積 ㎡

事業地区面積 ■ 条例等により景観形成を図るべきこととされている

（参考）事業期間 平成　31年度　～　平成　35年度 　条例等の名称 区域の位置づけ

交付期間内事業期間 平成　31年度　～　平成　35年度 □ 街づくり協定承認日

２　事業概要 単位:百万円

項目 施行者 直接／間接
(参考)

全体事業費
交付期間内事業費 交付対象 備考

うち官負担分 うち民負担分 事業費

道路 用地買収 ㎡

整備 ㎡

通路 用地買収 ㎡

整備 ㎡

小公園・緑地 用地買収 ㎡

整備 ㎡

下排水 用地買収 ㎡

整備 ㎡

測量・調査・設計

地区防災施設 用地買収 ㎡

整備 基

生活環境施設 用地買収 ㎡

整備 ㎡

空家住宅等除却 戸

電線の地中化 m

水路 用地買収 ㎡

整備 m

ストリートファニチャー 整備 基

案内板 整備 個

その他

門、塀等の移設

分筆登記

修景施設整備(景観形
成助成事業）

20 棟 間接 20 20 20 20

共同建替等共同施設整
備

景観重要建造物整備

歴史的風致形成建造物
整備(歴史的風致形成
建造物保存修理事業）

10 棟 間接 50 50 50 50

合計 ー ー 70 70 70

注） 記入にあたっては、街なみ環境整備事業制度要綱等を参照のこと
　　 促進区域、事業地区の区域及び整備内容を表した図面を添付すること

犬山市景観計画 景観計画区域（犬山城周辺地域）

街
な
み
整
備
事
業

助
成
事
業

□

□

犬山城下町地区

83.1ha

犬山市大字犬山字東古券他

183.2ha

犬山城下町地区

数量 事業主体

ー

犬山市

犬山市

（区域内の住宅戸数　　　　　戸の　　　　　％）

（区域内の道路総延長　　　　ｍの　　　　　％）

（区域面積　　　　　haの　　　　　　　　％）



　街なみ環境整備事業　区域図

促進区域

事業区域

【凡例】

都市景観形成助成事業
歴史的風致形成建造物保存修理事業



事業活用調査 ・ まちづくり活動推進事業 ・ 地域創造支援事業
（単位：百万円）

開始年度 完了年度 うち調査費 うち用地費 うち整備費 うち購入費
【地域創造支援事業】
既存建築物活用促進事
業

既存建造物活用事業による市民交流センター整備に
併せ、市民活動や地域交流の促進に資する社会福祉
協議会・観光協会・国際交流協会・適応指導教室を整
備し、既存建造物の更なる活用、交流拠点としての利
用促進を図る。
※社会福祉協議会、適応指導教室
　廃止する福祉会館からの機能移転
※観光協会、国際交流協会
　福祉会館からの機能移転に伴う既存施設の再配置

犬山市 356㎡ 31 31 25 25 改修工事:25

事業名 事業概要 事業主体 規模
交付期間内事業期間 交付期間内事業費

事業費の主な使途概要 その他



既存建造物活用促進事業

１階

２階

３階 ４階

多目的室

会
議
室

多目的室

交流スペース

作
業
室

犬山駅

会
議
室



施設（センター施設・誘導施設）必要性（既存建造物活用） 様式5

事業の熟度 改修等 ○ 購入

従前施設の主な用途

従前施設の建設年

○

○

○

○

国際観光センターのH29貸館利用者数は80,309人、貸館の稼働率30％。改修による利便性の向上と統廃合による相
乗効果により稼働率を40%まで引き上げ、約107,000人の利用見込みとする。
80,309×40/30≒107,000

年間　107,000人

昭和56年以降に建築された建物であり、耐震性能を有する

82,000千円/年
維持管理費（人件
費含む）

犬山城下町にある福祉会館は老朽化が課題となっているほか、景観を阻害する建築物として、景観計画や歴史的風
致維持向上計画に位置付けられている。このような点から、公共施設等総合管理計画に位置付け、福祉会館の機能
を犬山駅の近くにある既存施設である国際観光センターに統廃合し、市民交流センターとして再整備する。
　この整備により、犬山城下町の景観向上や文化的価値の向上が図られるほか、施設の統廃合により、公共施設管
理のスリム化が図られる。また、犬山駅周辺における既存施設を再整備することで、市民にとって利用しやすい施設と
することができる。

利用見込み

ハコモノ要件

①維持管理費を算出し国に提出している　

事業期間 Ｈ31

都道府県 愛知県 市町村 犬山市

地区名 犬山駅周辺地区

レセプションホール

Ｈ7．2

施設の名称 市民交流センター

事業費（百万円）

会議室、交流スペース、多目的室支援対象

42.0 延べ床面積（㎡） 868㎡

市総合計画において、現在の施設を適正に管理することと併せて、利用率や維持費用など多角
的な視点に立ち、施設自体のあり方や機能の見直しを含めた検討を実施するとしている。国際観
光センターにおいてもこの検討を進め、城下町内の福祉会館との統廃合を行い、市民交流セン
ターとしてリニューアルすることで市民活動拠点として市民活動の促進を図り、市民交流、都市間
交流、国際交流を推進する。

新施設の主な用途

年度計画(百万円) Ｈ31　42（改修）

必要性等

従前施設の耐震性能

②郊外からの移転　・　統廃合　・　他施設との合築　・　個別施設計画・ＰＲＥ活用計画への明確な位置付け

③三位一体改革で税源移譲対象となっていない

④他省庁の補助制度がない　※他省庁へ補助制度がないことを確認すること。

基本設計（Ｈ30.9）、実施設計（H31.3）


